
資料２－２ 

企業庁新経営戦略プラン（改定版）の概要 

 

はじめに 

急激な景気悪化に伴う土地需要の低迷などの社会経済情勢の変化に的確に

対応し、「千葉県行政改革計画」に位置付けられた、平成２４年度の土地造成

整備事業の円滑な収束と工業用水道事業の効率的な事業運営を行うため、プ

ランの改定を行う。 

 

１． 前プランの評価及び新経営戦略プラン（改定版）の位置付け 

（１）前プランの評価 

ア． 土地造成整備事業 

・ 平成２１年度の土地分譲・賃貸収入の落ち込み 

     分譲・賃貸収入 19 年度２７４億円、20 年度３１８億円、 

21 年度１１６億円 

・ 公共施設の引継ぎの遅れ 

21 年度末未引継ぎ面積 ３９０．４ｈａ 

イ． 工業用水道事業 

・ 概ね中期経営計画に沿った取組が行われた。 

ウ． 組織、人員の見直し 

・ ２課、１出先機関の廃止 

・ 職員８１名の減 

 

（２）新経営戦略プラン（改定版）の位置付け 

・ 土地造成整備事業については、平成２４年度末に一定の区切り（＝事

業収束※）を付け、その後、概ね３年間の清算期間を経て、後継組織に

引き継いでいく。 

・ 工業用水道事業については、土地造成整備事業の収束後も引き続き事

業を継続していく。 

・ 本プランは、収束に向けた取組を加速させるための、平成２２年度か

ら２４年度までの経営の基本方針となるものであり、本プランに基づき、

平成２４年度までの３年間を、土地造成整備事業の「待ったなしの収束

取組期間」と位置付け、事業を推進していく。 

 

※ 事業収束とは、基盤整備等の概成、公共施設の市町村等への引継ぎ、将来的な

債権・債務の処理方針の確定などを行うことにより、事業に一定の区切りを付

けることである。 
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２． 土地造成整備事業の経営の基本方針と重点的取組 

（１） 基本方針 

ア． 保有土地の処分を促進するとともに、平成２４年度末までの事業概成

を図ります。 

イ． 債権・債務や残事業の処理方針など、清算に必要な基本的条件を確定

させます。 

ウ． 収束後の事業の清算に向けた仕組みを作ります。 

以上の３つを基本方針として各種取組を進めていく。 

また、事業収束後の清算期間における事業遂行に支障がないよう、土地

分譲の促進に加え、他会計貸付金等の整理・回収、不要資産の処分、整備

手法の再検討による経費節減等、あらゆる手段を駆使し、資金の確保を図

る。

 

（２）重点的取組（取組のうちの主なもの） 

土地分譲、基盤整備、公共施設の引継ぎを促進し、公益施設負担金の

処理方法、貸付金等の取扱方針を確定し、平成２５年度以降、清算   

会計（※）へ移行していく。（Ｈ２５～Ｈ２７年度は土地会計と清算会

計の併存） 

※清算会計とは、土地会計から移管された土地等の管理・処分を行い、資産の

現金化を進め、引き継いだ負債の処理を行い、債権・債務の整理を行う会計

である。 

 

ア．保有土地の処分促進及び平成２４年度末までの事業概成 

○ 企業が購入しやすい土地分譲策等の見直しや柔軟な運用 

現行分譲制度の見直しや組み合わせにより、積極的な土地分譲に取

り組んでいく。具体的な対応として、分割納入制度、支払猶予制度に

ついては、対象物件の拡大、利息の軽減や契約時納入金の減額等を行

う。 

○ 保有土地の分譲保留の解消 

地元市の要望等により保留している土地について、市と協議を行い、

分譲を進める。 

○ 保有土地の暫定貸付の解消 

市等に対して暫定的な貸付けを行っている土地について、協議を進

め、原則分譲を促進する。 

○ 事業を中止した工業団地等の有効活用の促進 

事業中止や休止、オーダーメイド型とした工業団地については、企

業庁としての整備は行わず、地元市等の主体的な取組を踏まえつつ、

取扱いを決めていく。 

○ 公共施設等の早期引継ぎ 

平成２４年度末の事業収束を踏まえ、重点的に協議を行い、最終管
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理者への早期引継ぎに努める。 

○ 投資的経費の見直し 

事業の効果、必要性、採算性などについて、関係機関との協議を進

めながら、投資的経費を見直す。 

○ 千葉ニュータウン事業の平成２５年度完了に向けた調整・協議の推進 

平成２５年度までに新住宅市街地開発事業としての事業完了を図

るため、必要な調整・協議を進めていく。 

○ 成田国際物流複合基地の整備促進 

取得が難航している未買収地については、引き続き取得に努め、当

面は未買収地に影響のない箇所から造成工事を進め、用地取得後の早

期完成を目指す。 

 

イ．清算に必要な基本的条件の確定 

○ 包括的な協議の場の設定 

公共施設の引継ぎや負担金等といった複数の課題がある市に対し

ては、包括的に協議を行う場を設定する。 

○ 各種負担金等についての見直しと処理方法等の検討 

市に対する公益施設負担金など、金額が確定していない将来債務に

ついて、必要な協議を行い、合理的な解決を図る。 

○ 債権及び出資金等の取扱方針の検討 

貸付金については、返済条件の確定等に取り組み、基金や出資金に

ついては、取扱方針を確定する。 

 

ウ．収束後の事業の清算に向けた仕組みづくり 

○ 清算会計の設置 

平成２５年４月１日に、土地造成整備事業の収束後の清算業務の受

け皿として、清算会計を設置する。 

○ 後継組織の検討 

清算期間終了後に残る資産を引き継ぐ後継組織については、資産・

債務の状況や県施策動向等を踏まえ、県全体として、適切な組織のあ

り方について検討していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【平成２４年度末の収束から清算期間への移行のフロー】 
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完 了

未完了

土地会計 
 
○基盤整備 ⇒概ね終了 

○公共施設引継 
      ⇒概ね終了 

○企業債残高（元金） 
 ４９１⇒１１４億円 

○負担金等 
 ⇒債務額、処理方針等

を確定 

○土地処分 
 ⇒可能な限り処分 

清算会計 
事業が完了した地区
に残る保有土地の管
理・分譲・貸付、負担
金等の支出・整理 

２４年度末収束 収束に伴う清算期間（両会計の併存）

（概ね３年程度） 

移 管 企    業    庁 

引 継

 
後継組織 
 

○保有土地の管
理・分譲・貸付
 
○負担金等の支
出・整理 

土地会計 
 
千葉ニュータウンな
ど特殊要因により
24 年度末までに概成
できない事業を実施 

後 継 組 織 

 

 

 

 
移管 資金調整  

 

 

 

 

 

 

 

 

３． 工業用水道事業の経営の基本方針と重点的取組 

（１）基本方針 

「第２次千葉県工業用水道事業長期ビジョン」等に基づき、工業用水の「安

定給水」と事業の「経営健全化」に努めていく。 

 

（２）重点的取組（取組のうちの主なもの） 

ア． 安定給水に向けた取組 

○ 施設の計画的更新 

計画に基づき、緊急性、経済性を考慮しながら、老朽化施設の改築

や耐震性向上のための工事を行う。 

○ 事故等に対する危機管理対策 

技術の円滑な承継を進め、危機管理を意識した管理体制を目指す。 

イ． 経営健全化に向けた取組 

○ 合理的な管理体制 

組織、人員のスリム化を進め、合理的な管理体制を構築する。 

○ 外部委託の拡大 

浄水場の管理業務等の民間委託を進める。 

○ 企業債残高等の削減 

起債などの借入金の削減に努める。 
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ウ． その他の取組 

○ 環境負荷の軽減 

省エネルギー施設や新エネルギーの導入、浄水場発生土の再資源化

等により、環境にやさしい事業を進めていく。 

 

 

４． 資金収支見通しと事業スケジュール 

資金収支見通し及び事業スケジュールを策定し、年度ごとの結果を公表し

ていく。 

 

◎土地造成整備事業 

○土地造成整備事業の資金収支見通し           

※市町村等との協定に基づく負担金支払や公共施設整備等について、誠実にこれを履

行していき、県としての責務を全うしつつ、平成２４年度末の事業収束を目指す。 

                               （単位：億円） 

 Ｈ21 年度 Ｈ22 年度 Ｈ23 年度 Ｈ24 年度 25～27 年度平均

【収  入】 １８１ ２４６ ２５９ ３７６ ２５２

分譲・賃貸収入 １１６ １４７ １７７ １５８ ２４２

（うち分譲収入） ７２ １０９ １３２ １２５ ２０６

その他 ６５ ９９ ８２ ２１９ １０

【支  出】 ２５７ ３９７ ４３０ ３３３ １８８

（うち投資的経費） ６６ １６３ １５４ １４７ ２１

収 支 差 △７６ △１５２ △１７１ ４４ －

（企業債残高） ４９１ ３８８ ２０８ １１４ －

（保有資金） ４１４ ２６３ ９２ １３６ －

 

 

○土地造成整備事業の主な資産・負債の将来見込み    （単位：億円） 

 Ｈ21 年度末 Ｈ24 年度末 Ｈ27 年度末 

【資 産】 ５，２２５ ３，７８４ ３，１１７

保有資金 ４１４ １３６ ３３０

保有土地 ４，２４９ ３，４０６ ２，５９６

（面積 ha） （１，１１３） （７８５） （６３０）

【負 債】 １，５４６ ６０９ １５７

企業債残高 ４９１ １１４ ０

負担金見込額 ４９４ ４３４ １５７

投資的経費見込額 ５６１ ６１ ０
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○土地造成整備事業スケジュール 

１．平成２４年度までに事業が概成する地区 

幕張Ａ地区、幕張Ｃ地区、幕張新都心拡大地区、浦安２期地区、京葉港

地区、木更津南部地区、富津地区 

２．平成２５年度以降に事業が概成する地区 

千葉北部地区、成田国際物流複合基地（南側） 

３．事業が完了した地区 

①保有土地の処分が完了した地区 

袖ヶ浦椎の森工業団地（１期）、関宿はやま工業団地 ほか２地区 

②保有土地のある地区 

検見川地区、長浦地区、臨海精算地区、成田ニュータウン ほか７地区 

③県施行の土地区画整理事業地区 

東葛飾北部柏地区、東葛飾北部流山地区 

④移管施設の引継ぎが一部残っており、引継ぎを進める地区 

豊住工業団地、芝山第二工業団地 

４．事業が休止・中止等の地区 

企業庁としての整備は行わず、地元市町等と協議して、保有土地の処分

を推進する地区 

佐原工業団地、長南西部工業団地、いすみ工業団地、館山工業団地、 

袖ヶ浦椎の森工業団地（２期・３期）、成田国際物流複合基地（北側） 

 

 

◎工業用水道事業 

 

○ 工業用水道事業の資金収支見通し  

 ※料金収入は横ばいで推移していく一方、各種の取組により維持管理費等の費用が減

少するため、収支差はプラス基調で推移する見込みである。  （単位：億円） 

 Ｈ21 年度 Ｈ22 年度 Ｈ23 年度 Ｈ24 年度 

【収  入】 １８７ １９２ １７４ １６８

（うち料金収入等） １３０ １３０ １３１ １３１

【支  出】 １８６ １９０ １７１ １８７

収 支 差 １ ２ ３ △１９

（企業債残高） ４７６ ４８４ ４７６ ４６３

（保有資金） ７９ ８２ ８５ ６６
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○工業用水道事業の主な資産・負債の将来見込み     （単位：億円） 

 Ｈ21 年度末 Ｈ24 年度末 Ｈ27 年度末 

【資 産】 ２，４８９ ２，４０６ ２，３４９

保有資金 ７９ ６６ ９９

固定資産 ２，４１０ ２，３４０ ２，２５０

【負 債】 ９７５ ８５６ ７２７

企業債残高 ４７６ ４６３ ３９３

年賦未払金残高 １１４ ５９ ３１

他会計借入金残高 ３８５ ３３４ ３０３

 

 

５． プランの推進体制と経営評価 

簡素で効率的な組織づくりを行うとともに、職員の人材育成、意識啓発等

に努める。 

重点的取組等について、経営評価を行い、その結果を公表していく。 


